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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　エンジン（Ｅ）に設けられて該エンジン（Ｅ）の複数の気筒の機関弁（４４，４５）を
開閉作動させる動弁装置（４８Ｒ）と、この動弁装置（４８Ｒ）に付設されて一部の気筒
の機関弁（４４，４５）の作動態様を開閉作動状態および閉弁休止状態に切換可能な油圧
式の弁作動態様変更機構（６３，６４）と、断・接を油圧で各々切換可能な第１および第
２クラッチ（１２４，１２５）を有して、エンジン（Ｅ）のクランクシャフト（３６）お
よび変速機構（１０３）間に介設されるツイン式のクラッチ装置（１０２）とを備える小
型車両用パワーユニットであって、
　前記弁作動態様変更機構（６３，６４）の作動態様および前記第１および第２クラッチ
（１２４，１２５）の断・接を切り換える油圧を、これら弁作動態様変更機構（６３，６
４）、並びに第１および第２クラッチ（１２４，１２５）にそれぞれ供給する第１オイル
ポンプ（２０９）と、エンジン（Ｅ）の各潤滑部に潤滑用のオイルを供給する第２オイル
ポンプ（２１０）とが、前記クランクシャフト（３６）からの動力伝達によって駆動され
るようにして、クランクケース（３５）内に同軸に収容され、
　前記第１オイルポンプ（２０９）の吐出口から延びる第１のオイル通路（２３４）の下
流側は、前記第１および第２クラッチ（１２４，１２５）に連なる第１分岐油路（２１８
）と、前記弁作動態様変更機構（６３，６４）に連なる第２分岐油路（２１９）とに分岐
すると共に、それら第１，第２分岐油路（２１８，２１９）のうち第２分岐油路（２１９
）にだけ減圧弁（２２２）が介設され、



(2) JP 4890409 B2 2012.3.7

10

20

30

40

50

　前記第２オイルポンプ（２１０）の吐出口と、前記エンジン（Ｅ）の各潤滑部との間は
、前記第１のオイル通路（２３４）から独立した第２のオイル通路（２２３）で接続され
ることを特徴とする小型車両用パワーユニット。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、エンジンに設けられて該エンジンの複数の気筒の機関弁を開閉作動させる動
弁装置と、この動弁装置に付設されて一部の気筒の機関弁の作動態様を開閉作動状態およ
び閉弁休止状態に切換可能な油圧式の弁作動態様変更機構と、断・接を油圧で各々切換可
能な第１および第２クラッチを有して、エンジンのクランクシャフトおよび変速機構間に
介設されるツイン式のクラッチ装置とを備える小型車両用パワーユニットに関する。
【背景技術】
【０００２】
　無段変速機構の変速制御を行うための油圧を発生する油圧装置と、動弁装置における弁
作動態様変更機構の切換え作動制御を行う油圧を発生する油圧装置とを相互に独立させた
ものが、特許文献１で知られている。
【特許文献１】特開２０００－２５７４５３号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００３】
　ところで、自動二輪車等の小型車両では、パワーユニットの嵩の増加を抑制し、複数の
油圧制御装置に関連する油圧系をコンパクト化することが望ましいが、上記特許文献１で
開示されたものでは、油圧装置が相互に独立しているので、パワーユニットの嵩が増加し
、油圧系も大型化してしまう。
【０００４】
　本発明は、かかる事情に鑑みてなされたものであり、パワーユニット全体の嵩の増加を
回避しつつ油圧系のコンパクト化を図って小型車両に適したパワーユニットを提供するこ
とを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００５】
　上記目的を達成するために、請求項１記載の発明は、エンジンに設けられて該エンジン
の複数の気筒の機関弁を開閉作動させる動弁装置と、この動弁装置に付設されて一部の気
筒の機関弁の作動態様を開閉作動状態および閉弁休止状態に切換可能な油圧式の弁作動態
様変更機構と、断・接を油圧で各々切換可能な第１および第２クラッチを有して、エンジ
ンのクランクシャフトおよび変速機構間に介設されるツイン式のクラッチ装置とを備える
小型車両用パワーユニットであって、前記弁作動態様変更機構の作動態様および前記第１
および第２クラッチの断・接を切り換える油圧を、これら弁作動態様変更機構、並びに第
１および第２クラッチにそれぞれ供給する第１オイルポンプと、エンジンの各潤滑部に潤
滑用のオイルを供給する第２オイルポンプとが、前記クランクシャフトからの動力伝達に
よって駆動されるようにして、クランクケース内に同軸に収容され、前記第１オイルポン
プの吐出口から延びる第１のオイル通路の下流側は、前記第１および第２クラッチに連な
る第１分岐油路と、前記弁作動態様変更機構に連なる第２分岐油路とに分岐すると共に、
それら第１，第２分岐油路のうち第２分岐油路にだけ減圧弁が介設され、前記第２オイル
ポンプの吐出口と、前記エンジンの各潤滑部との間は、前記第１のオイル通路から独立し
た第２のオイル通路で接続されることを特徴とする。
【０００６】
　なお実施例の吸気弁４４および排気弁４５が本発明の機関弁に対応し、実施例の後部バ
ンク側動弁装置４８Ｒが本発明の動弁装置に対応し、実施例の歯車変速機構１０３が本発
明の変速機構に対応する。
【発明の効果】
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【０００７】
　請求項１記載の発明によれば、第１のオイルポンプの吐出口から延びる第１のオイル通
路の下流側が第１，第２分岐油路に分岐して、動弁装置の弁作動態様変更機構並びにクラ
ッチ装置の第１および第２クラッチに共通に接続されるので、パワーユニットの嵩の増加
を抑制し、弁作動態様変更機構およびクラッチ装置に関連する油圧系をコンパクト化する
ことができ、小型車両に適したパワーユニットとすることができる。
【０００８】
　また、弁作動態様変更機構に連なる第２分岐油路にだけ減圧弁を介設することで、クラ
ッチ装置よりも低い油圧で切換作動可能な弁作動態様変更機構に、オイルポンプの吐出油
圧を減圧して供給するようにしているので、弁作動態様変更機構およびクラッチ装置にそ
れぞれ適した油圧を作用せしめることができる。
【発明を実施するための最良の形態】
【０００９】
　以下、本発明の実施の形態を、添付の図面に示した本発明の一実施例に基づいて説明す
る。
【００１０】
　図１～図１５は本発明の一実施例を示すものであり、図１は自動二輪車の左側面図、図
２はパワーユニットの左側面図、図３はパワーユニットの右側面図、図４は図２の４－４
線断面図、図５は図４の５－５線断面図、図６は後部バンク側の図５に対応した断面図、
図７は図６の要部拡大断面図、図８は歯車変速機構およびクラッチ装置の縦断面図、図９
は図８の要部拡大図、図１０は図２の１０－１０線拡大断面図、図１１は図１０の１１－
１１線断面図、図１２は油圧系の構成を示す系統図、図１３は図３の要部拡大図、図１４
は図１３の１４－１４線断面図、図１５は図１３の１５矢視図である。
【００１１】
　先ず図１において、鞍乗り型車両である自動二輪車の車体フレームＦは、前輪ＷＦを軸
支するフロントフォーク２５を操向可能に支承するヘッドパイプ２６と、該ヘッドパイプ
２６から後下がりに延びる左右一対のメインフレーム２７…と、両メインフレーム２７…
の後部に連設されて下方に延びる左右一対のピボットプレート２８…とを有しており、ピ
ボットプレート２８…に前端が揺動可能に支承されるスイングアーム２９の後部に後輪Ｗ
Ｒが軸支される。しかも前記ピボットプレート２８の下部および前記スイングアーム２９
の前部間にはリンク３０が設けられ、前記ピボットプレート２８の上部および前記リンク
３０間にはクッションユニット３１が設けられる。
【００１２】
　前記メインフレーム２７…およびピボットプレート２８…にはパワーユニットＰが懸架
されており、該パワーユニットＰから出力される回転動力は前後に延びるドライブシャフ
ト３２を介して前記後輪ＷＲに伝達される。
【００１３】
　前記パワーユニットＰが備えるエンジンＥにおけるエンジン本体３３もしくは車体フレ
ームＦには、サイドスタンド３４が取付けられており、この実施例では、前記車体フレー
ムＦにおける左側のピボットプレート２８の下部にサイドスタンド３４が取付けられる。
したがってサイドスタンド３４を立てて駐車したときに自動二輪車は左側に傾斜した状態
となる。
【００１４】
　図２および図３において、前記エンジンＥのエンジン本体３３は、自動二輪車への搭載
状態で前方に位置する前部バンクＢＦと、該前部バンクＢＦよりも後方に位置する後部バ
ンクＢＲとを有してＶ型の水冷式に構成されるものであり、両バンクＢＦ，ＢＲに共通な
クランクケース３５に、自動二輪車の左右方向に沿うクランクシャフト３６が回転自在に
支承される。
【００１５】
　クランクケース３５は、上部ケース半体３５ａおよび下部ケース半体３５ｂが結合され
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て成るものであり、Ｖ字形をなすようにして前部および後部シリンダブロックＢＦ，ＢＲ
が上部ケース半体３５ａに一体に形成され、前記クランクシャフト３６の軸線は前記上部
ケース半体３５ａおよび前記下部ケース半体３５ｂの結合面３７上に配置される。
【００１６】
　前部バンクＢＦは、前部シリンダブロック３８Ｆと、前部シリンダブロック３８Ｆに結
合される前部シリンダヘッド３９Ｆと、前部シリンダヘッド３９Ｆに結合される前部ヘッ
ドカバー４０Ｆとで構成され、後部バンクＢＲは、後部シリンダブロック３８Ｒと、後部
シリンダブロック３８Ｒに結合される後部シリンダヘッド３９Ｒと、後部シリンダヘッド
３９Ｒに結合される後部ヘッドカバー４０Ｒとで構成され、前記クランクケース３５の下
部にはオイルパン４１が結合される。
【００１７】
　前部シリンダブロック３９Ｆには、前記クランクシャフト３６の軸線方向に並ぶ２つの
シリンダボア４２…が形成されており、前部シリンダブロック３９Ｆは、エンジン本体３
３の車体フレームＦへの懸架状態で前記シリンダボア４２…の軸線を前上がりに傾斜させ
るようにしてクランクケース３５に結合される。また後部シリンダブロック３９Ｒには、
前記クランクシャフト３６の軸線方向に並ぶ２つのシリンダボア４２…が形成されており
、後部シリンダブロック３９Ｒは、エンジン本体３３の車体フレームＦへの懸架状態で、
各シリンダボア４２…の軸線を後上がりに傾斜させるようにしてクランクケース３５に結
合される。而して前部バンクＢＦの両シリンダボア４２…にそれぞれ摺動可能に嵌合され
るピストン４３…と、後部バンクＢＲの両シリンダボア４２…にそれぞれ摺動可能に嵌合
されるピストン４３…とが、前記クランクシャフト３６に共通に連接される。
【００１８】
　図４および図５において、前部シリンダヘッド３９Ｆには、各シリンダボア４２…毎に
一対ずつの吸気弁４４…が一対ずつの弁ばね４６…で閉弁方向に付勢されて開閉作動可能
に配設されるとともに、一対ずつの排気弁４５…が弁ばね４７…で閉弁方向に付勢されて
開閉作動可能に配設されており、これらの吸気弁４４…および排気弁４５…は、前部バン
ク側動弁装置４８Ｆによって開閉駆動される。
【００１９】
　前部バンク側動弁装置４８Ｆは、前記クランクシャフト３６と平行な軸線を有して前部
シリンダヘッド３９Ｆに回転自在に支承されるとともに吸気弁４４…の上方に配置される
カムシャフト４９と、該カムシャフト４９に設けられた複数（この実施例では４つ）の吸
気側カム５０…および吸気弁４４…間に介装されて前部シリンダヘッド３９Ｆに摺動可能
に嵌合される吸気側バルブリフタ５１…と、前記カムシャフト４９に設けられた複数（こ
の実施例では４つ）の排気側カム５２…に転がり接触するローラ５３…を一端に有すると
ともに他端には各排気弁４５…のステム４５ａ…の上端に当接するタペットねじ５４…が
進退位置を調節可能として螺合されるロッカアーム５５…とを備え、ロッカアーム５５…
は、前記カムシャフト４９と平行な軸線を有して前部シリンダヘッド３９Ｆに固定配置さ
れるロッカシャフト５６で揺動可能に支承される。
【００２０】
　図６において、後部シリンダヘッド３９Ｒには、各シリンダボア４２…毎に一対ずつの
吸気弁４４…および一対ずつの排気弁４５…が弁ばね２８０…，２８１…で閉弁方向に付
勢されて開閉作動可能に配設されており、これらの吸気弁４４…および排気弁４５…は、
後部バンク側動弁装置４８Ｒによって開閉駆動される。
【００２１】
　後部バンク側動弁装置４８Ｒは、前記クランクシャフト３６と平行な軸線を有して後部
シリンダヘッド３９Ｒに回転自在に支承されるとともに吸気弁４４…の上方に配置される
吸気側カムシャフト５７と、前記クランクシャフト３６と平行な軸線を有して後部シリン
ダヘッド３９Ｒに回転自在に支承されるとともに排気弁４５…の上方に配置される排気側
カムシャフト５８と、吸気側カムシャフト５７に設けられる複数（この実施例では４つ）
の吸気側カム５９…および吸気弁４４…間に介装されて後部シリンダヘッド３９Ｒに摺動
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可能に嵌合される吸気側バルブリフタ６０…と、排気側カムシャフト５８に設けられる複
数（この実施例では４つ）の排気側カム６１…および排気弁４５…間に介設されて後部シ
リンダヘッド３９Ｒに摺動可能に嵌合される排気側バルブリフタ６２…とを備える。
【００２２】
　しかも後部バンク側動弁装置４８Ｒには、後部バンクＢＲの２気筒の吸気弁４４…の作
動態様を開閉作動状態および閉弁休止状態に切換可能とした吸気側弁作動態様変更機構６
３と、２気筒の排気弁４５…の作動態様を開閉作動状態および閉弁休止状態に切換可能と
した排気側弁作動態様変更機構６４とが付設される。
【００２３】
　図７において、吸気側弁作動態様変更機構６３は、吸気側バルブリフタ６０…に関連し
て設けられるものであり、吸気側バルブリフタ６０に摺動可能に嵌合されるピンホルダ６
５と、吸気側バルブリフタ６０の内面との間に油圧室６６を形成してピンホルダ６５に摺
動可能に嵌合されるスライドピン６７と、油圧室６６の容積を縮少する方向にスライドピ
ン６７を付勢するばね力を発揮してスライドピン６７およびピンホルダ６５間に設けられ
る戻しばね６８と、スライドピン６７の軸線まわりの回転を阻止してピンホルダ６５およ
びスライドピン６７間に設けられるストッパピン６９とを備える。
【００２４】
　ピンホルダ６５の外周には環状溝７１が設けられており、吸気側バルブリフタ６０の軸
線と直交する軸線を有して一端を前記環状溝７１に開口せしめるとともに他端を閉塞した
有底の摺動孔７２がピンホルダ６５に設けられる。またピンホルダ６５には、弁ばね２８
０で閉弁方向に付勢された吸気弁４４におけるステム４４ａの先端部を挿通せしめる挿通
孔７３と、該挿通孔７３との間に摺動孔７２を挟む延長孔７４とが、吸気弁４４における
ステム４４ａの先端部を収容可能として同軸に設けられる。吸気側バルブリフタ６０の閉
塞端側で延長孔７４の端部を塞ぐ円盤状のシム７５がピンホルダ６５に嵌合され、このシ
ム７５に当接する突部７６が吸気側バルブリフタ６０の閉塞端内面中央部に一体に設けら
れる。
【００２５】
　ピンホルダ６５の摺動孔７２にはスライドピン６７が摺動自在に嵌合される。このスラ
イドピン６７の一端と吸気側バルブリフタ６０の内面との間には、環状溝７１に通じる油
圧室６６が形成され、スライドピン６７の他端と摺動孔７２の閉塞端との間に形成される
ばね室７７内には戻しばね６８が収納される。
【００２６】
　スライドピン６７の軸方向中間部には、前記挿通孔７３および延長孔７４に同軸に連な
り得る収容孔７８が前記ステム４４ａの先端部を収容可能として設けられ、該収容孔７８
の挿通孔７３側の端部は、挿通孔７３に対向してスライドピン６７の下部外側面に形成さ
れる平坦な当接面７９に開口される。而して当接面７９はスライドピン６７の軸線方向に
沿って比較的長く形成されるものであり、収容孔７８は、当接面７９の油圧室６６側の部
分に開口される。
【００２７】
　このようなスライドピン６７は、油圧室６６の油圧により該スライドピン６７の一端側
に作用する油圧力と、戻しばね６８によりスライドピン６７の他端側に作用するばね力と
が均衡するようにして軸方向に摺動するものであり、油圧室６６の油圧が低圧であるとき
の非作動時には、収容孔７８を挿通孔７３および延長孔７４の軸線からずらせて前記ステ
ム４４ａの先端を当接面７９に当接させるように図７の右側に移動し、油圧室６６の油圧
が高圧になった作動状態では、挿通孔７３に挿通されている前記ステム４４ａの先端部を
収容孔７８および延長孔７４に収容せしめるように図７の左側に移動する。
【００２８】
　而してスライドピン６７がその収容孔７８を挿通孔７３および延長孔７４に同軸に連な
らせる位置に移動したときには、吸気側カム５９から作用する押圧力によって吸気側バル
ブリフタ６０が摺動するのに応じてピンホルダ６５およびスライドピン６７も吸気側バル
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ブリフタ６０とともに吸気弁４４側に移動するが、前記ステム４４ａの先端部が収容孔７
８および延長孔７４に収容されるだけで吸気側バルブリフタ６０およびピンホルダ６５か
ら吸気弁４４に開弁方向の押圧力が作用することはなく、吸気弁４４は休止したままとな
る。またスライドピン６７がその当接面７９に前記ステム４４ａの先端部を当接させる位
置に移動したときには、吸気側動弁カム５９から作用する押圧力によって吸気側バルブリ
フタ６０が摺動するのに応じたピンホルダ６５およびスライドピン６７の吸気弁４４側へ
の移動に伴い吸気弁４４に開弁方向の押圧力が作用するので、吸気側カム５９の回転に応
じて吸気弁４４が開閉作動する。
【００２９】
　後部シリンダヘッド３９Ｒには吸気側バルブリフタ６０…を摺動自在に支承すべく該吸
気側バルブリフタ６０…を嵌合せしめる支持孔８０…が設けられており、この支持孔８０
…の内面には、吸気側バルブリフタ６０…の支持孔８０…内での摺動にかかわらずピンホ
ルダ６５の環状溝７１に連通する環状凹部８１…が吸気側バルブリフタ６０…を囲繞する
ようにして設けられる。また吸気側バルブリフタ６０…および後部シリンダヘッド３９Ｒ
間には、吸気側バルブリフタ６０…を吸気側カム５９…に当接させる方向に付勢するばね
８２…が設けられる。
【００３０】
　排気側弁作動態様変更機構６４は、吸気側弁作動態様変更機構６３と同様に構成されて
排気側バルブリフタ６２…に関連して設けられるものであり、高圧の油圧が作用したとき
に排気弁４５を閉弁休止させる状態と、作用する油圧が低下したときに排気弁４５を開閉
作動せしめる状態とを切換可能である。
【００３１】
　すなわち後部バンク側動弁装置４８Ｒは、吸気側弁作動態様変更機構６３…および排気
側弁作動態様変更機構６４…の作動制御によって、後部バンクＢＲにおける２つの気筒の
吸気弁４４…および排気弁４５…を開閉作動せしめる状態と、後部バンクＢＲにおける２
つの気筒の吸気弁４４…および排気弁４５…を閉弁休止して気筒休止とする状態とを切換
えることが可能である。
【００３２】
　再び図４において、エンジン本体３３の車体フレームＦへの搭載状態でのクランクシャ
フト３６の左側端部には、発電機８４が連結されるものであり、この発電機８４は、クラ
ンクシャフト３６に固定されるロータ８５と、前記ロータ８５内に固定配置されるステー
タ８６とで構成され、クランクケース３５と、該クランクケース３５の左側側面に結合さ
れる発電機カバー８７とで構成される発電機収容室８８に収容され、前記ステータ８６は
発電機カバー８７に固定される。
【００３３】
　しかも前記ロータ８６には、ロータ８６側への動力伝達を可能とした一方向クラッチ８
９を介して歯車９０が連結されており、この歯車９０には、図示しない始動モータからの
動力が伝達される。
【００３４】
　一方、エンジン本体３３の車体フレームＦへの搭載状態でのクランクケース３５の右側
側面には、クランクケース３５との間にクラッチ室９１を形成するクラッチカバー９２が
結合されるものであり、前記クラッチ室９１内で、前記クランクシャフト３６には、駆動
スプロケット９３，９４が固設される。一方の駆動スプロケット９３は、前部バンク側動
弁装置４８Ｆにおけるカムシャフト４９に、クランクシャフト３６の回転動力を１／２の
減速比で伝達する前部バンク側調時伝動機構９５の一部を構成するものであり、前部バン
ク側調時伝動機構９５は、前記駆動スプロケット９３と、前記カムシャフト４９に設けら
れる被動スプロケット９６とに無端状のカムチェーン９７が巻き掛けられて成る。また他
方の駆動スプロケット９４は、後部バンク側動弁装置４８Ｒにおける吸気側および排気側
カムシャフト５７，５８にクランクシャフト３６の回転動力を１／２の減速比で伝達する
後部バンク側調時伝動機構９８の一部を構成するものであり、この後部バンク側調時伝動
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機構９８は、前記駆動スプロケット９４と、前記吸気側および排気側カムシャフト５７，
５８にそれぞれ設けられる被動スプロケット（図示せず）とに、無端状のカムチェーン９
９が巻き掛けられて成る。
【００３５】
　而して前部シリンダブロック３８Ｆおよび前部シリンダヘッド３９Ｆには、前記カムチ
ェーン９７を走行させるカムチェーン室１００が形成され、後部シリンダブロック３８Ｒ
および後部シリンダヘッド３９Ｒには、前記カムチェーン９９を走行させるカムチェーン
室（図示せず）が形成される。
【００３６】
　前記クランクシャフト３６および後輪ＷＲ間の動力伝達経路は、クランクシャフト３６
側から順に一次減速装置１０１、クラッチ装置１０２、歯車変速機構１０３およびドライ
ブシャフト３２を備えており、一次減速装置１０１およびクラッチ装置１０２は前記クラ
ッチ室９１に収容され、歯車変速機構１０３はクランクケース３５内に収容される。
【００３７】
　図８を併せて参照して、前記歯車変速機構１０３は、選択的に確立可能な複数変速段の
歯車列たとえば第１～第６速用歯車列Ｇ１，Ｇ２，Ｇ３，Ｇ４，Ｇ５，Ｇ６を備えてクラ
ンクケース３５内に収納されており、第１メインシャフト１０５およびカウンタシャフト
１０７間に第２、第４および第６速用歯車列Ｇ２，Ｇ４，Ｇ６が設けられるとともに、第
１メインシャフト１０５を同軸にかつ相対回転自在に貫通する第２メインシャフト１０６
および前記カウンタシャフト１０７間に第１、第３および第５速用歯車列Ｇ１，Ｇ３，Ｇ
５が設けられて成る。
【００３８】
　前記クランクケース３５は、クランクシャフト３６の軸線に沿う方向に間隔をあけて相
互に対向する一対の側壁３５ｃ，３５ｄを含むものであり、クランクシャフト３６と平行
な軸線を有して円筒状に形成される第１メインシャフト１０５の中間部は、前記側壁３５
ｃを回転自在に貫通し、側壁３５ｃおよび第１メインシャフト１０５間にはボールベアリ
ング１０８が介装される。またクランクシャフト３６と平行な軸線を有する第２メインシ
ャフト１０６は、第１メインシャフト１０５との軸方向相対位置を一定としつつ第１メイ
ンシャフト１０５を相対回転可能に貫通するものであり、第１メインシャフト１０５およ
び第２メインシャフト１０６間には複数のニードルベアリング１０９…が介装される。ま
た第２メインシャフト１０６の他端部はクランクケース３５の側壁３５ｄにボールベアリ
ング１１０を介して回転自在に支承される。
【００３９】
　クランクシャフト３６と平行な軸線を有するクランクシャフト１０７の一端部はボール
ベアリング１１１を介して前記側壁３５ｃに回転自在に支承され、カウンタシャフト１０
７の他端部は、ボールベアリング１１２および環状のシール部材１１３を前記側壁３５ｄ
との間に介在させて該側壁３５ｄを回転自在に貫通し、側壁３５ｄからのカウンタシャフ
ト１０７の突出端部には、駆動傘歯車１１４が固定される。この駆動傘歯車１１４には自
動二輪車の前後方向に延びる回転軸線を有する被動傘歯車１１５が噛合される。
【００４０】
　ところで駆動傘歯車１１４および被動傘歯車１１５は、前記クランクケース３５の前記
側壁３５ｄの一部を覆って前記側壁３５ｄに着脱可能に結合される第１歯車カバー１１６
と、第１歯車カバー１１６に着脱可能に結合される第２歯車カバー１１７と、前記側壁３
５ｄとで形成される歯車室１１８内で相互に噛合するものであり、被動傘歯車１１５が同
軸に備える軸部１１５ａは第２歯車カバー１１７を回転自在に貫通し、前記軸部１１５ａ
および第２歯車カバー１１７間には、ボールベアリング１１９と、該ボールベアリング１
１９の外方に位置する環状のシール部材１２０とが介装される。また被動傘歯車１１５に
は支持軸１２１の一端部が嵌合されており、該支持軸１２１の他端部は、ローラベアリン
グ１２２を介して第１歯車カバー１１６に回転自在に支承される。而して前記軸部１１５
ａは、前記ドライブシャフト３２に連結される。
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【００４１】
　図９を併せて参照して、前記クラッチ装置１０２は、前記歯車変速機構１０３およびク
ランクシャフト３６間に設けられる第１および第２クラッチ１２４，１２５を有してツイ
ン式に構成されるものであり、第１クラッチ１２４は、前記クランクシャフト３６および
第１メインシャフト１０５の一端部間に設けられ、第２クラッチ１２５は、前記クランク
シャフト３６および第２メインシャフト１０６の一端部間に設けられる。而して前記クラ
ンクシャフト３６からの動力は、第１および第２クラッチ１２４，１２５に共通であるク
ラッチアウタ１２６に、一次減速装置１０１およびダンパスプリング１２７を介して入力
される。
【００４２】
　一次減速装置１０１は、前記駆動スプロケット９４よりも外方で前記クランクシャフト
３６に設けられる駆動歯車１２８と、第１メインシャフト１０５に相対回転可能に支承さ
れて駆動歯車１２８に噛合する被動歯車１２９とから成り、被動歯車１２９が、前記クラ
ッチアウタ１２６にダンパスプリング１２７を介して連結される。
【００４３】
　一次減速装置１０１よりも外方でクランクシャフト３６の軸端にはパルサ２６８が取付
けられており、該パルサ２６８を検出することでクランクシャフト３６の回転数を検出す
る回転数検出器２６９がクラッチカバー９２の内面に取付けられる。またクラッチカバー
９２には、パルサ２６８を点検するための点検孔２７０が設けられるが、この点検孔２７
０は、極力小径化するためにクランクシャフト３６の軸線から偏心してクラッチカバー９
２に設けられ、該点検孔２７０は着脱可能な蓋部材２７１で閉じられる。
【００４４】
　第１クラッチ１２４は、前記クラッチアウタ１２６と、該クラッチアウタ１２６で同軸
に囲繞されるとともに第１メインシャフト１０５に相対回転不能に結合される第１クラッ
チインナ１３１と、前記クラッチアウタ１２６に相対回転不能に係合される複数枚の第１
摩擦板１３２…と、第１クラッチインナ１３１に相対回転不能に係合されるとともに第１
摩擦板１３２…と交互に配置される複数枚の第２摩擦板１３３…と、相互に重なって配置
される第１および第２摩擦板１３２…，１３３…に対向して第１クラッチインナ１３１に
設けられる第１受圧板１３４と、第１および第２摩擦板１３２…，１３３…を第１受圧板
１３４との間に挟む第１ピストン１３５と、第１ピストン１３５を付勢する第１ばね１３
６とを備える。
【００４５】
　第１ピストン１３５の背面を臨ませる第１油圧室１３７を第１ピストン１３５との間に
形成する端壁部材１３８が第１クラッチインナ１３１に固定的に配設されており、第１油
圧室１３７の油圧増大に応じて第１ピストン１３５は、第１および第２摩擦板１３２…，
１３３…を第１受圧板１３４との間に挟圧するように作動し、それにより第１クラッチ１
２４がクラッチアウタ１２６にクランクシャフト３６から伝達される動力を第１メインシ
ャフト１０５に伝達する接続状態となる。また第１クラッチインナ１３１および第１ピス
トン１３５間には第１ピストン１３５の前面を臨ませるキャンセラー室１３９が形成され
ており、前記第１ばね１３６は、第１油圧室１３７の容積を減少する側にばね力を発揮す
るようにしてキャンセラー室１３９に収容される。
【００４６】
　しかもキャンセラー室１３９は、歯車変速機構１０３の各潤滑部ならびに第１および第
２メインシャフト１０５，１０６間にオイルを供給するために第２メインシャフト１０６
に同軸に設けられた第１オイル通路１４０に連通される。したがって減圧状態での第１油
圧室１３７のオイルに回転に伴う遠心力が作用して第１ピストン１３５を押圧する力が生
じても、キャンセラー室１３９のオイルにも同様に遠心力が作用するので、第１ピストン
１３５が、第１および第２摩擦板１３２…，１３３…を第１受圧板１３４との間に挟む側
に不所望に移動してしまう状態が生じることが回避される。
【００４７】
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　第２クラッチ１２５は、前記第１クラッチ１２４を前記一次減速装置１０との間に挟む
ようにして、第２メインシャフト１０６の軸線に沿う方向で第１クラッチ１２４と並ぶよ
うに配置されるものであり、前記クラッチアウタ１２６と、該クラッチアウタ１２６で同
軸に囲繞されるとともに第２メインシャフト１０６に相対回転不能に結合される第２クラ
ッチインナ１４１と、前記クラッチアウタ１２６に相対回転不能に係合される複数枚の第
３摩擦板１４２…と、第２クラッチインナ１４１に相対回転不能に係合されるとともに第
３摩擦板１４２…と交互に配置される複数枚の第４摩擦板１４３…と、相互に重なって配
置される第３および第４摩擦板１４２…，１４３…に対向して第２クラッチインナ１４１
に設けられる第２受圧板１４４と、第３および第４摩擦板１４２…，１４３…を第２受圧
板１４４との間に挟む第２ピストン１４５と、第２ピストン１４５を付勢する第２ばね１
４６とを備える。
【００４８】
　第２ピストン１４５の背面を臨ませる第２油圧室１４７を第２ピストン１４５との間に
形成する端壁部材１４８が第２クラッチインナ１４１に固定的に配設されており、第２油
圧室１４７の油圧増大に応じて第２ピストン１４５は、第３および第４摩擦板１４２…，
１４３…を第２受圧板１４４との間に挟圧するように作動し、それにより第２クラッチ１
２５がクラッチアウタ１２６にクランクシャフト３６から伝達される動力を第２メインシ
ャフト１０６に伝達する接続状態となる。また第２クラッチインナ１４１および第２ピス
トン１４５間には第２ピストン１４５の前面を臨ませるキャンセラー室１４９が形成され
ており、前記第２ばね１４６は、第２油圧室１４７の容積を減少する側にばね力を発揮す
るようにしてキャンセラー室１４９に収容される。
【００４９】
　しかもキャンセラー室１４９は後述の第２オイル通路１５０に連通される。したがって
減圧状態での第２油圧室１４７のオイルに回転に伴う遠心力が作用して第２ピストン１４
５を押圧する力が生じても、キャンセラー室１４９のオイルにも同様に遠心力が作用する
ので、第２ピストン１４５が、第３および第４摩擦板１４２…，１４３…を第２受圧板１
４４との間に挟む側に不所望に移動してしまう状態が生じることが回避される。
【００５０】
　自動二輪車の進行方向前方に向かって右側から第１および第２クラッチ１２４，１２５
を覆うクラッチカバー９２の内面側には、第１、第２および第３隔壁部材１５１，１５２
，１５３が取付けられる。而して第２メインシャフト１０６および第１隔壁部材１５１間
には、第１クラッチ１２４の第１油圧室１３７に通じる第１油路１５４を形成する第１筒
部材１５５が設けられ、第２メインシャフト１０６および第２隔壁部材１５２間には、第
２クラッチ１２５のキャンセラー室１４９に通じる環状の第２オイル通路１５０を第１筒
部材１５５との間に形成して第１筒部材１５５を同軸に囲繞する第２筒部材１５６が設け
られ、第２メインシャフト１０６および第３隔壁部材１５３間には、第２油圧室１４７に
通じる環状の第２油路１５７を第２筒部材１５６との間に形成して第２筒部材１５６を同
軸に囲繞する第３筒部材１５８が設けられる。
【００５１】
　再び図８において、歯車変速機構１０３の第１メインシャフト１０５およびカウンタシ
ャフト１０７間には、クラッチ装置１０２とは反対側から順に第４速用歯車列Ｇ４、第６
速用歯車列Ｇ６および第２速用歯車列Ｇ２が並ぶようにして設けられる。第２速用歯車列
Ｇ２は、第１メインシャフト１０５に一体に設けられる第２速用駆動歯車１６０と、カウ
ンタシャフト１０７に相対回転自在に支承されて第２速用駆動歯車１６０に噛合する第２
速用被動歯車１６１とから成り、第６速用歯車列Ｇ６は、第１メインシャフト１０５に相
対回転自在に支承される第６速用駆動歯車１６２と、カウンタシャフト１０７に軸方向の
移動を可能としつつ相対回転不能に支承されて第６速用駆動歯車１６２に噛合する第６速
用被動歯車１６３とから成り、第４速用歯車列Ｇ４は、第１メインシャフト１０５に軸方
向の移動を可能としつつ相対回転不能に支承される第４速用駆動歯車１６４と、カウンタ
シャフト１０７に相対回転自在に支承されて第４速用駆動歯車１６４に噛合する第４速用
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被動歯車１６５とから成る。
【００５２】
　第２速用被動歯車１６１および第４速用被動歯車１６５間でカウンタシャフト１０７に
は、第２速用被動歯車１６１に係合する状態、第４速用被動歯車１６５に係合する状態、
ならびに第２速用被動歯車１６１および第４速用被動歯車１６５のいずれにも係合しない
状態を切換え可能とした第１シフタ１６６が相対回転不能かつ軸方向移動可能に支承され
ており、この第１シフタ１６６に第６速用被動歯車１６３が一体に設けられる。また第４
速用駆動歯車１６４は、第１メインシャフト１０５に相対回転不能にかつ軸方向移動可能
に支承される第２シフタ１６７に一体に設けられており、第２シフタ１６７は、第６速用
駆動歯車１６２への係合および係合解除を切換え可能である。
【００５３】
　而して第２シフタ１６７を第６速用駆動歯車１６２に係合しない状態で第１シフタ１６
６を第２速用被動歯車１６１に係合することで第２速用歯車列Ｇ２が確立し、第２シフタ
１６７を第６速用駆動歯車１６２に係合しない状態で第１シフタ１６６を第４速用被動歯
車１６５に係合することで第４速用歯車列Ｇ４が確立し、第１シフタ１６６を中立状態と
して第２シフタ１６７を第６速用駆動歯車１６２に係合することにより第６速用歯車列Ｇ
６が確立する。
【００５４】
　第１メインシャフト１０５の他端部からの第２メインシャフト１０６の突出部およびカ
ウンタシャフト１０７間には、クラッチ装置１０２とは反対側から順に第１速用歯車列Ｇ
１、第５速用歯車列Ｇ５および第３速用歯車列Ｇ３が並ぶようにして設けられる。第３速
用歯車列Ｇ３は、第２メインシャフト１０６に軸方向の移動を可能としつつ相対回転不能
に支承される第３速用駆動歯車１６８と、カウンタシャフト１０７に相対回転自在に支承
されて第３速用駆動歯車１６８に噛合する第３速用被動歯車１６９とから成り、第５速用
歯車列Ｇ５は、第２メインシャフト１０６に相対回転自在に支承される第５速用駆動歯車
１７０と、カウンタシャフト１０７に軸方向の移動を可能としつつ相対回転不能に支承さ
れて第５速用駆動歯車１７０に噛合する第５速用被動歯車１７１とから成り、第１速用歯
車列Ｇ１は、第２メインシャフト１０６に一体に設けられる第１速用駆動歯車１７２と、
カウンタシャフト１０７に相対回転自在に支承されて第１速用駆動歯車１７２に噛合する
第１速用被動歯車１７３とから成る。
【００５５】
　第３速用駆動歯車１６８は、第２メインシャフト１０６に相対回転不能かつ軸方向移動
可能に支承される第３シフタ１７４に一体に設けられており、第３シフタ１７４は、第５
速用駆動歯車への係合および係合解除を切換え可能である。第３速用被動歯車１６９およ
び第１速用被動歯車１７３間でカウンタシャフト１０７には、第３速用被動歯車１６９に
係合する状態、第１速用被動歯車１７３に係合する状態、ならびに第３速用被動歯車１６
９および第１速用被動歯車１７３のいずれにも係合しない中立状態を切換え可能とした第
４シフタ１７５が相対回転不能かつ軸方向移動可能に支承されており、この第４シフタ１
７５に第５速用被動歯車が一体に設けられる。
【００５６】
　而して第３シフタ１７４を第５速用駆動歯車に係合しない状態で第４シフタ１７５を第
１速用被動歯車に係合することで第１速用歯車列Ｇ１が確立し、第３シフタ１７４を第５
速用駆動歯車に係合しない状態で第４シフタ１７５を第３速用被動歯車１６９に係合する
ことで第３速用歯車列Ｇ３が確立し、第４シフタ１７５を中立状態として第３シフタ１７
４を第５速用駆動歯車に係合することにより第５速用歯車列Ｇ５が確立する。
【００５７】
　第１～第４シフタ１６６，１６７，１７４，１７５は、第１～第４シフトフォーク１７
６，１７７，１７８，１７９で回転自在に保持されており、それらのシフトフォーク１７
６～１７９が、両メインシャフト１０５，１０６およびカウンタシャフト１０７の軸線方
向に駆動されることにより、第１～第４シフタ１６６，１６７，１７４，１７５が軸方向
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に作動することになる。
【００５８】
　図１０において、第１～第４シフトフォーク１７６～１７９は、クランクシャフト３６
の軸線と平行な軸線を有してクランクケース３５に回転自在に支承されるシフトドラム１
８０の外周に係合されており、シフトドラム１８０と平行な軸線を有してクランクケース
３５に支持されるシフトフォーク軸２０５，２０６にスライド可能に支承され、シフトド
ラム１８０の回動に応じて前記各シフトフォーク１７６～１７９がシフトフォーク軸２０
５，２０６上をスライド作動することになる。
【００５９】
　前記シフトドラム１８０は、シフトアクチュエータであるシフト駆動用電動モータ１８
１が発揮する動力で回動駆動されるものであり、このシフト駆動用電動モータ１８１は、
クランクケース３５の側面に取付けられるものであり、この実施例ではエンジン本体３３
の車体フレームＦへの搭載状態でクランクケース３５の左右いずれかの側面たとえば左側
の側面に取付けられる。しかも前記歯車変速機構１０３におけるカウンタシャフト１０７
の軸端を覆うようにして第１および第２歯車カバー１１６，１１７が前記クランクケース
３５の左側面に着脱可能に取付けられるのであるが、前記シフト駆動用電動モータ１８１
は第１および第２歯車カバー１１６，１１７よりも上方かつ前記カウンタシャフト１０７
の軸線に沿う第１および第２歯車カバー１１６，１１７の外端よりも内側に配置される。
またクランクケース３５の左側面には発電機カバー８７が取付けられているが、前記シフ
ト駆動用電動モータ１８１は、図２で示すように発電機カバー８７の後方に配置されるも
のであり、図１０で示すように、シフトドラム１８０の軸線すなわちクランクシャフト３
６の軸線に沿う発電機カバー８７の外端よりも内側に配置されている。
【００６０】
　しかもシフト駆動用電動モータ１８１は、図２で示すように、その作動軸線すなわち回
転軸線Ｃ１を、前記歯車変速機構１０３の軸方向と直交する平面内に配置するとともに、
上下方向に傾斜させた状態、この実施例では前上がりに傾斜させた状態でクランクケース
３５の左側面に取付けられる。
【００６１】
　図１１を併せて参照して、シフト駆動用電動モータ１８１が発揮する動力は、減速歯車
機構１８２、バレルカム１８３、円板状の伝動回転部材１８４、伝動軸１８５およびロス
トモーションばね１８６を介してシフトドラム１８０に伝達される。
【００６２】
　クランクケース３５の左側面には、前記減速歯車機構１８２、バレルカム１８３および
伝動回転部材１８４を収容する作動室１８７をクランクケース３５との間に形成するケー
ス部材１８８が締結されており、そのケース部材１８８の開口端を塞ぐようにして該ケー
ス部材１８８に蓋部材１８９が取付けられる。而して前記シフト駆動用電動モータ１８１
は、モータ軸１９０を作動室１８７内に突入するようにして前記ケース部材１８８に取付
けられる。
【００６３】
　前記歯車減速機構１８２は、前記シフト駆動用電動モータ１８１のモータ軸１９０に設
けられる駆動歯車１９２と、該駆動歯車１９２に噛合する第１中間歯車１９３と、第１中
間歯車１９３とともに回転する第２中間歯車１９４と、前記バレルカム１８３に設けられ
て第２中間歯車１９４に噛合する被動歯車１９５とから成る。
【００６４】
　第１および第２中間歯車１９３，１９４は前記ケース部材１８８および蓋部材１８９で
両端部が回転自在に支承された回転軸１９６に設けられており、前記バレルカム１８３の
両端部は、ケース部材１８８および蓋部材１８９に回転自在に支承される。
【００６５】
　前記バレルカム１８３の外周には螺旋状のカム溝１９７が設けられる。一方、伝動回転
部材１８４は、シフトドラム１８０と同一軸線まわり回転することを可能としてバレルカ
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ム１８３の外周に対向配置されており、この伝動回転部材１８４に、前記カム溝１９７に
選択的に係合することを可能とした複数の係合ピン１９８，１９８…が周方向に等間隔を
あけて設けられる。而してバレルカム１８３の回転に応じて複数の前記係合ピン１９８，
１９８…が順次カム溝１９７に係合して送られることにより、伝動回転部材１８４に回転
動力が伝達されることになる。
【００６６】
　前記伝動回転部材１８４には、シフトドラム１８０を同軸かつ相対回転自在に貫通する
伝動軸１８５の一端部が同軸にかつ相対回転不能に結合されており、この伝動軸１８５の
他端部およびシフトドラム１８０の他端部間にロストモーションばね１８６が設けられ、
伝動軸１８５の回動による回動力はロストモーションばね１８６を介してシフトドラム１
８０に伝達されることになる。
【００６７】
　シフトドラム１８０の回動位置を検出するためにシフトセンサ１９９がケース部材１８
８に取付けられ、このシフトセンサ１９９の検出軸２００はケース部材１８８で回転自在
に支承される。
【００６８】
　而して前記シフトドラム１８０とともに回転する駆動歯車２０１に第３中間歯車２０２
が噛合され、第３中間歯車２０２とともに回転する第４中間歯車２０３に、前記検出軸１
４５に設けられる被動歯車２０４が噛合される。
【００６９】
　図２に注目して、前記発電機カバー８７の下方で前記クランクケース３５の左側面には
ウォータポンプ２０８が取付けられており、クランクケース３５内には、第１および第２
オイルポンプ２０９，２１０ならびにスカベンジングポンプ２１１がウォータポンプ２０
８と同軸にして収容され、第１および第２オイルポンプ２０９，２１０ならびにスカベン
ジングポンプ２１１は前記ウォータポンプ２０８とともに回転作動する。而してウォータ
ポンプ２０８と、第１および第２オイルポンプ２０９，２１０ならびにスカベンジングポ
ンプ２１１には、前記一次減速装置１０１の被動歯車１２９からの回転動力が無端状のチ
ェーン２１２を介して伝達されるものであり、図８および図９で示すように、前記被動歯
車１２９に係合された駆動スプロケット２１３が第１メインシャフト１０５で回転自在に
支承され、ウォータポンプ２０８、第１および第２オイルポンプ２０９，２１０ならびに
スカベンジングポンプ２１１に共通に連結される被動スプロケット２１４と、前記駆動ス
プロケット２１３とに前記チェーン２１２が巻き掛けられる。
【００７０】
　図１２において、第１オイルポンプ２０９は、クラッチ装置１０２における第１および
第２クラッチ１２４，１２５の断・接を切換えるとともに後部バンク側動弁装置４８Ｒに
おける吸気側弁作動態様変更機構６３および排気側弁作動態様変更機構６４の切換作動を
行うための油圧を吐出するものであり、オイルパン４１から汲み上げて第１オイルポンプ
２０９から吐出されるオイルは、第１のオイル通路２３４の油路２１５を介して第１オイ
ルフィルタ２１６に接続されており、前記油路２１５にはリリーフ弁２１７が接続される
。また第１オイルフィルタ２１６で浄化されたオイルは、第１のオイル通路２３４の下流
側で２つに分岐して第１および第２分岐油路２１８，２１９に分かれて流れ、第１分岐油
路２１８はクラッチ装置１０２の断・接を切換えるためのクラッチ制御装置２２０に接続
され、第２分岐油路２１９は後部バンク側動弁装置４８Ｒにおける吸気側弁作動態様変更
機構６３および排気側弁作動態様変更機構６４の切換作動を行う動弁用油圧制御装置２２
１に接続され、第２分岐油路２１９には減圧弁２２２が介設される。
【００７１】
　また第２オイルポンプ２１０は、エンジンＥの各潤滑部に潤滑用のオイルを供給するた
めのものであり、オイルパン４１から汲み上げて第２オイルポンプ２１０から吐出される
オイルは第２のオイル通路２２３を経て第２オイルフィルタ２２５に接続され、第２のオ
イル通路２２３の途中にはリリーフ弁２２４が接続される。第１オイルフィルタ２２５で
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浄化されたオイルはオイルクーラ２２６が介設されたオイル通路２２８に導かれ、このオ
イル通路２２８には圧力センサ２２７が接続される。
【００７２】
　前記オイル通路２２８からのオイルは、歯車変速機構１０３における第１および第２メ
インシャフト１０５，１０６周りの潤滑部２２９、前記歯車変速機構１０３におけるカウ
ンタシャフト１０７周りの潤滑部２３０、ならびにエンジン本体３３における複数の潤滑
部２３１に供給される。しかも第１および第２メインシャフト１０５，１０６周りの潤滑
部２２９からのオイルは第１クラッチ１２４におけるキャンセラー室１３７に通じている
第１オイル通路１４０に導かれる。また前記潤滑部２３１からのオイルは、第２クラッチ
１２５におけるキャンセラー室１４９に通じる第２オイル通路１５０に絞り２３２を介し
て供給されるものであり、キャンセラー室１４９に速やかにオイルを供給するための電磁
開閉弁２３３が前記絞り２３２に並列接続される。
【００７３】
　図１３および図１４を併せて参照して、前記クラッチ制御装置２２０は、第１クラッチ
１２４における第１油圧室１３７への油圧の作用・解放を切換える第１電磁制御弁２３５
と、第２クラッチ１２５における第２油圧室１４７への油圧の作用・解放を切換える第２
電磁制御弁２３６とで構成され、前部バンクＢＦの前部シリンダブロック３８Ｆの右側方
に配置されて前記クラッチカバー９２の外面に取付けられ、クラッチ装置１０２の軸線に
沿う方向から見て該クラッチ装置１０２よりも外方に配置される。すなわちクラッチカバ
ー９２には、前記クラッチ装置１０２に対応する位置で該クラッチ装置１０２を収容する
ようにして外側方に突出した突出部９２ａと、該突出部９２ａから前部シリンダブロック
３８Ｆの右側方まで延びる延長部９２ｂとが設けられており、その延長部９２ｂにクラッ
チ制御装置２２０が取付けられる。
【００７４】
　しかもクラッチ制御装置２２０を構成する第１および第２電磁制御弁２３５，２３６は
、図１３で明示するように、前後および上下方向で異なる位置に配置される。しかも第１
および第２電磁制御弁２３５，２３６のうち第２電磁制御弁２３６が第１電磁制御弁２３
５よりも上方かつ前記クランクシャフト３６よりも上方に配置され、下方に配置される第
１電磁制御弁２３５の少なくとも一部、この実施例では大部分がクランクシャフト３６よ
りも前方に配置される。
【００７５】
　また図１５で示すように、クラッチ装置１０２は、クラッチカバー９２の最外端すなわ
ち前記突出部９２ａの先端よりも内側に位置するようにしてクラッチカバー９２における
前記延出部９２ｂの外面に取付けられる。
【００７６】
　前記クラッチカバー９２には、第１クラッチ１２４の第１油圧室１３７に通じる第１油
路１５４および第１電磁制御弁２３５間を結ぶ油路２３７と、第２クラッチ１２５の第２
油圧室１４７に通じる第２油路１５７および第２電磁制御弁２３６間を結ぶ油路２３８と
が設けられる。
【００７７】
　図１４に注目して、第１オイルフィルタ２１６は、前記サイドスタンド３４とは前記車
体フレームＦの幅方向で反対側に配置されるものであり、クランクシャフト３６の軸線Ｃ
２および前記クラッチ装置１０２の軸線Ｃ３との間でそれらの軸線Ｃ２，Ｃ３よりも下方
に配置されるようにしてクラッチカバー９２に配設される。
【００７８】
　第１オイルフィルタ２１６のフィルタケース２３９は、エンジン本体３３のクランクケ
ース３５から外方に突出するものであり、外端を開放した有底の収容孔２４０を形成する
円筒状にしてクラッチカバー９２に一体に形成され、前記収容孔２４０の外端開口部を閉
じる蓋部材２４１が前記フィルタケース２３９に締結される。
【００７９】
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　収容孔２４０の内端閉塞部および前記蓋部材２４１間に挟持されてフィルタケース２３
９に収容される支持枠２４２には、円筒状の濾過材２４３が支持される。而して濾過材２
４３の周囲には環状の未浄化室２４４が形成され、濾過材２４３内には浄化室２４５が形
成される。
【００８０】
　このような第１オイルフィルタ２１６は、その構成要素である前記濾過材２４３の少な
くとも一部を前記クランクシャフト３６の軸線に沿う方向でクラッチカバー９２の外面か
ら外方に突出させるとともにクラッチカバー９２における突部９２ａの最外端よりも内側
に位置するようにして、クランクシャフト３６の下方かつ前記クラッチ装置１０２の軸線
に沿う方向から見て該クラッチ装置１０２の外方、この実施例では図２で示すようにクラ
ッチ装置１０２の前方斜め下方に配置される。
【００８１】
　また図１３で明示するように、第１オイルフィルタ２１６は、その一部が側面視で前記
ウォータポンプ２０８、第１および第２オイルポンプ２０９，２１０ならびにスカベンジ
ングポンプ２１１と重なるようにしてクラッチカバー９２に設けられる。
【００８２】
　ところで、第１オイルフィルタ２１６は、クランクシャフト３６およびクラッチ装置１
０２の軸線に直交する方向で見たときには図１４および図１５で示すようにクラッチ装置
１０２の軸方向外端１０２ａを通る鉛直線Ｌ１よりも内側にあり、またクランクシャフト
３６およびクラッチ装置１０２の軸線に沿う方向の側面視では図１３で示すようにクラッ
チ装置１０２の最前端１０２ｂを通る鉛直線Ｌ２が第１オイルフィルタ２１６を通るよう
に配置される。これにより第１オイルフィルタ２１６は、平面視で前記クラッチ装置１０
２の一部と重なるようにして、前記クラッチ装置１０２の軸方向外端１０２ａよりも内方
に配置されることになる。
【００８３】
　第１オイルフィルタ２１６に対応する部分でクラッチカバー９２の内面には、接続部材
２４６が締結される。一方、クラッチ制御装置２２０の近傍でクラッチカバー９２の内面
には、油路形成部材２４７が、クラッチカバー９２との間に平板状の隔壁部材２４８を挟
んで締結されており、油路形成部材２４７および隔壁部材２４８間には油路２４９が形成
される。而して接続部材２４６は第１オイルフィルタ２１６の浄化室２４５に通じる接続
油路２５０を形成しており、接続油路２５０には前記油路形成部材２４７側に延びる接続
管２５１の一端が液密に嵌合される。また接続管２５１の他端は継ぎ手部材２５２に嵌合
されており、継ぎ手部材２５２は、前記隔壁部材２４８に設けられた円筒状の嵌合筒部２
４８ａに液密に嵌合される。また前記油路形成部材２４７および隔壁部材２４８間の油路
２４９と、第１および第２電磁制御弁２３５，２３６とをそれぞれ結ぶ油路２５３，２５
４がクラッチカバー９２に設けられる。
【００８４】
　したがって第１オイルフィルタ２１６の浄化室２４５は、接続油路２５０、接続管２５
１、継ぎ手部材２５２、油路２４９および前記油路２５３，２５４に接続されることにな
り、接続油路２５０、接続管２５１、継ぎ手部材２５２、油路２４９および前記油路２５
３，２５４は、図１２を参照して説明した第１分岐油路２１８を構成することになる。
【００８５】
　第１オイルフィルタ２１６の未浄化室２４４および第１オイルポンプ２０９の吐出口間
を結ぶ油路２１５は、第１オイルポンプ２０９の吐出口に通じてクランクケース３５に設
けられる油路２５５と、該油路２５５および前記未浄化室２４４間を結ぶ接続管２５６に
よって構成されるものであり、接続管２５６の両端は、前記油路２５５の端部ならびにク
ラッチカバー９２に液密に嵌合される。
【００８６】
　減圧弁２２２のバルブハウジング２５７は、前記接続部材２４６をクラッチカバー９２
の内面との間に挟むようにして該接続部材２４６とともにクラッチカバー９２に結合され
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る。この減圧弁２２２は、前記バルブハウジング２５７の一端との間に油室２５８を形成
するようにして弁体２５９が摺動可能に嵌合され、バルブハウジング２５７の他端側に設
けられたばね受け部材２６７および弁体２５９間に前記油室２５８の容積を縮小する側に
弁体２５９を付勢するばね２６０が設けられて成る。
【００８７】
　而して前記接続部材２４６およびバルブハウジング２５７には、接続部材２４６内の油
路２５０および前記油室２５８間を結ぶ通路２６１が設けられており、この通路２６１が
第１および第２分岐油路２１８，２１９の分岐点となる。
【００８８】
　前記減圧弁２２２は、油室２５８の油圧による油圧力および前記ばね２６０のばね力が
均衡するように弁体２５９が往復摺動することで油室２５８の油圧を一定に減圧するもの
であり、減圧弁２２２で減圧された油圧が動弁用油圧制御装置２２１側に導かれる。
【００８９】
　このような減圧弁２２２の配置によって、第１オイルフィルタ２１６の直近に減圧弁２
２２が配置されることになり、しかも図１３で明示するように、第１オイルフィルタ２１
６の軸線方向から見て前記減圧弁２２２の少なくとも一部が第１オイルフィルタ２１６に
重なって配置されることになる。
【００９０】
　動弁用油圧制御装置２２１は、後部バンクＢＲにおける２気筒の各気筒に個別に対応し
た一対の電磁制御弁２６２，２６２で構成されるものであり、後部バンクＢＲにおける後
部シリンダヘッド３９Ｒの左側面に取付けられる。
【００９１】
　而して一方の電磁制御弁２６２は２気筒の一方における吸気側および排気側弁作動態様
変更機構６３，６４の油圧を制御するものであり、他方の電磁制御弁２６２は他方の気筒
における吸気側および排気側弁作動態様変更機構６３，６４の油圧を制御するものである
。
【００９２】
　前記減圧弁２２２で減圧されたオイルは、バルブハウジング２５７に一端が接続されて
クラッチカバー９２から離れる側に延びる接続管２６４と、該接続管２６４の他端に接続
されるとともにクランクケース３５の左側面まで延びるようにして該クランクケース３５
に設けられる油路２６５と、クランクケース３５、後部シリンダブロック３８Ｒおよび後
部シリンダヘッド３９Ｒの左側面側に設けられて前記油路２６５および動弁用油圧制御装
置２２１間を結ぶ油路２６６とを介して、動弁用油圧制御装置２２１に導かれるものであ
り、減圧弁２２２が介設される第２分岐油路２１９は、前記接続管２６４、前記油路２６
５，２６６で構成される。
【００９３】
　なお第２オイルフィルタ２２５は、第１オイルフィルタ２１６よりも前方でクランクケ
ース３５の右側面に取付けられる。
【００９４】
　次にこの実施例の作用について説明すると、歯車変速機構１０３の変速動作を駆動制御
するシフト駆動用電動モータ１８１は、クランクケース３５の左側面に取付けられており
、クランクケース３５の周囲に配置される機能部品のレイアウト上の自由度を高めること
ができ、パワーユニットＰの外側方からシフト駆動用電動モータ１８１にアクセスし易く
して該シフト駆動用電動モータ１８１のメンテナンス性を高めることができる。またシフ
ト駆動用電動モータ１８１の作動軸線Ｃ１は、前記歯車変速機構１０３の軸方向と直交す
る平面に配置されるので、クランクケース３５の前記左側面にシフト駆動用電動モータ１
８１が取り付けられるにもかかわらず、クランクケース３５からのシフト駆動用電動モー
タ１８１の外方への突出量を極力抑えることができる。
【００９５】
　また歯車変速機構１０３のカウンタシャフト１０７の軸端が、クランクケース３５の左
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側面に着脱自在に取付けられる第１および第２歯車カバー１１６，１１７で覆われており
、前記シフト駆動用電動モータ１８１が、第１および第２歯車カバー１１６，１１７の上
方かつ前記カウンタシャフト１０７の軸線に沿う第１および第２歯車カバー１１６，１１
７内側に位置するようにして前記クランクケース３５の左側面に取付けられるので、第１
および第２歯車カバー１１６，１１７によって下方からの飛び石や泥水等からシフト駆動
用電動モータ１８１アクチュエータを保護することを可能とし、シフト駆動用電動モータ
１８１を保護するための専用部品を不要として部品点数を低減することができる。しかも
それによってシフト駆動用電動モータ１８１の周囲に保護カバーを取り付けるためのボス
等を設けずにすむので、ボス等による他部品のレイアウト上の制約をなくし、他部品のレ
イアウト上の自由度を高めることができる。
【００９６】
　またクランクケース３５の左側面には、発電機カバー８７が取付けられているのである
が、シフト駆動用電動モータ１８１が前記発電機カバー８７の後方かつ前記クランクシャ
フト３６の軸線に沿う前記発電機カバー８７の外端よりも内側に位置するので、クランク
ケース３５の左側面から突出した発電機カバー８７の周囲のスペースを有効活用してシフ
ト駆動用電動モータ１８１を配置することができ、シフト駆動用電動モータ１８１の配置
によってパワーユニットＰがクランクシャフト３６の軸線に沿う方向で大型化するのを防
止することができる。また発電機カバー８７によって前方からの飛び石や泥水等からシフ
ト駆動用電動モータ１８１を保護することができ、シフト駆動用電動モータ１８１を保護
するための専用部品を不要として部品点数を低減することができる。しかもそれによって
シフト駆動用電動モータ１８１の周囲に保護カバーを取り付けるためのボス等を設けずに
すむので、ボス等による他部品のレイアウト上の制約をなくし、他部品のレイアウト上の
自由度を高めることができる。
【００９７】
　またシフト駆動用電動モータ１８１の作動軸線Ｃ１は、上下方向に傾斜しているので、
シフト駆動用電動モータ１８１の脱着作業を行う際に、前方に在る発電機カバー８７が邪
魔にならないため、メンテナンス性を高めることができる。
【００９８】
　クランクケース３５の右側面にはクラッチ装置１０２を収容するクラッチカバー９２が
結合されており、クラッチ装置１０２の断・接動作を切換え制御するクラッチ制御装置２
２０が、前部バンクＢＦにおける前部シリンダブロック３８Ｆの右側方に配置されるよう
にしてクラッチカバー９２の外面に取付けられるので、走行風がクラッチ制御装置２２０
に当たり易く、冷却性を高めることができるとともにエンジン本体３３の前後長が大きく
なるのを回避することができる。しかもクラッチカバー９２の外面に対応する部分には、
吸気系の部品や車体フレームＦ等の車両構成部品が配置されることは比較的少ないので、
、クラッチ制御装置２２０をクラッチカバー９２の外面に取り付けることによって、吸気
系の部品や車体フレームＦ等の設計の自由度の向上を図ることができる。
【００９９】
　しかもクラッチ装置１０２は、第１および第２クラッチ１２４，１２５を有するツイン
式に構成されており、クラッチ制御装置２２０は、第１および第２クラッチ１２４，１２
５の断・接を個別に制御する第１および第２電磁制御弁２３５，２３６を有するものであ
る。しかも第１および第２電磁制御弁２３５，２３６は、前後および上下方向で異なる位
置に配置されるので、第１および第２電磁制御弁２３５，２３６それぞれが走行風に当た
り易く、優れた冷却性を得ることができる。
【０１００】
　しかも第１および第２電磁制御弁２３５，２３６のうち第２電磁制御弁２３６が第１電
磁制御弁２３５よりも上方かつ前記クランクシャフト３６よりも上方に配置され、第１電
磁制御弁２３５の少なくとも一部（この実施例では大部分）がクランクシャフト３６より
も前方に配置されるので、クランクシャフト３６およびクラッチ装置１０２間に比べて大
きなスペースがあるクランクシャフト３６の上方から前方にかけてのスペースにクラッチ
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制御装置２２０を配置するようにし、クランクシャフト３６およびクラッチ装置１０２の
軸間を詰めて配置することができるとともに、走行風も第１および第２電磁制御弁２３５
，２３６に当たり易くすることができる。
【０１０１】
　クラッチ制御装置２２０は、クラッチカバー９２の最外端よりも内側に配置されるので
、クランクケース３５の右側へのクラッチ制御装置２２０の突出を極力抑えることができ
、クラッチ制御装置２２０の配置によるバンク角への配慮をしなくてすむ。
【０１０２】
　さらにクラッチ制御装置２２０は、クラッチ装置１０２の軸線に沿う方向から見て該ク
ラッチ装置１０２よりも外方に配置されるので、クランクケース３５の右側に最も突出す
るクラッチ装置１０２を避けてクラッチ制御装置２２０をクラッチカバー９２の外面に取
り付けるようにしてパワーユニットＰが左右方向に大型化するのを可能な限り抑止するこ
とができる。
【０１０３】
　しかも油圧式であるクラッチ装置１０２と、該クラッチ装置１０２に作用せしめる油圧
を制御する前記クラッチ制御装置２２０とを結ぶ油路２３７，２３８が、前記クラッチカ
バー９２に設けられるので、油路２３７，２３８を短くして簡素化することができるとと
もに、クラッチ装置１０２を制御する機構のメンテナンス性の向上を図ることができる。
【０１０４】
　ところで前記クラッチカバー９２には、第１オイルフィルタ２１６が設けられ、その第
１オイルフィルタ２１６は、クランクシャフト３６の軸線および前記クラッチ装置１０２
の軸線Ｃ２，Ｃ３との間でそれらの軸線Ｃ２，Ｃ３よりも下方に配置されている。したが
ってクランクシャフト３６およびクラッチ装置１０２の間でそれらの下方に生じるスペー
スを有効に利用して第１オイルフィルタ２１６を配置することができ、クランクシャフト
３６の上方にあるシリンダボア４２の内径や調時伝動機構９５，９８の配置など、クラン
クシャフト３６の上方にある部品の設計の自由度を確保することができる。しかもクラン
クシャフト３６の軸線Ｃ２およびクラッチ装置１０２の軸線Ｃ３間の下方位置はエンジン
本体３３の内方側にスペース的に余裕があるので、他部品の配置上の自由度に制約を加え
ることなく、クランクシャフト３６の軸線に沿う方向での第１オイルフィルタ２１６の突
出を抑えることができる。また第１オイルフィルタ２１６がクランクシャフト３６よりも
下方にあることで、自動二輪車の低重心化を図ることができる。
【０１０５】
　また第１オイルフィルタ２１６が、平面視で前記クラッチ装置１０２の一部と重なるよ
うにして、前記クラッチ装置１０２の軸方向外端１０２ａよりも内方に配置されるので、
第１オイルフィルタ２１６の取付けによってパワーユニットＰがクランクシャフト３６の
軸方向に大型化することを回避することができ、クラッチカバー９２からの第１オイルフ
ィルタ２１６の突出による影響がバンク角に及ばないようにすることができる。
【０１０６】
　また第１オイルフィルタ２１６が、第１オイルフィルタ２１６の構成要素である濾過材
２４３の少なくとも一部をクランクシャフト３６の軸線に沿う方向でクラッチカバー９２
の外面よりも外方に突出させて該クランクシャフト３６の下方かつ前記クラッチ装置１０
２の軸線に沿う方向から見て該クラッチ装置１０２の外方に配置されるので、第１オイル
フィルタ２１６に走行風が当たり易くなり、第１オイルフィルタ２１６の冷却性を高める
ことができる。
【０１０７】
　しかも第１オイルフィルタ２１６が、その一部を側面視でウォータポンプ２０８、第１
および第２オイルポンプ２０９，２１０ならびにスカベンジングポンプ２１１と重なるよ
うに配置されるので、第１オイルポンプ２０９および第１オイルフィルタ２１６を近接配
置して第１オイルポンプ２０９および第１オイルフィルタ２１６間を結ぶ油路２１５を短
くかつ簡素化することができる。



(18) JP 4890409 B2 2012.3.7

10

20

30

40

50

【０１０８】
　またクラッチ装置１０２と、該クラッチ装置１０２に作用せしめる油圧を制御するクラ
ッチ制御装置２２０とを結ぶ油路２３７，２３８がクラッチカバー９２に設けられている
ので、クラッチ制御装置２２０と、クラッチ装置１０２およびクラッチ制御装置２２０間
を結ぶ油路２３７，２３８とをクラッチカバー９２に集約して配設することにより、油路
２３７，２３８を短くして簡素化することができるとともに、クラッチ装置１０２を制御
する機構のメンテナンスの作業性を高めることができる。
【０１０９】
　しかも第１オイルフィルタ２１６が、サイドスタンド３４とは前記車体フレームＦの幅
方向で反対側に配置されることにより、サイドスタンド３４を立てた自動二輪車の駐車状
態で第１オイルフィルタ２１６のメンテナンス等の作業性を高めることができる。
【０１１０】
　さらに第１オイルフィルタ２１６および動弁用油圧制御装置２２１間を結ぶ第２分岐油
路２１９には減圧弁２２２が介設されるのであるが、この減圧弁２２２が、第１オイルフ
ィルタ２１６の直近に配置されるので、必要な油圧を効率良く使うようにしつつ、減圧弁
２２２および第１オイルフィルタ２１６をコンパクトに配置することができる。
【０１１１】
　また第１オイルフィルタ２１６の略円筒状のフィルタケース２３９は、クランクケース
３５から外方に突出するようにしてクランクケース３５に取付けられ、フィルタケース２
３９の軸線方向から見て前記減圧弁２２２の少なくとも一部が第１オイルフィルタ２１６
に重なって配置されるので、減圧弁２２２および第１オイルフィルタ２１６をより近接さ
せて配置することができ、パワーユニットＰのコンパクト化により一層寄与することがで
きる。
【０１１２】
　また第１オイルフィルタ２１６および前記減圧弁２２２が、クランクケース３５に取付
けられるクラッチカバー９２に設けられるので、組付け性を高めることができる。また同
一のエンジン本体３３を用いて、減圧弁２２２および第１オイルフィルタ２１６を有する
パワーユニットＰと、減圧弁およびオイルフィルタを有しないパワーユニットとの作り分
けが容易となる。
【０１１３】
　しかも第１オイルポンプ２０９の吐出口から延びる第１のオイル通路２３４の下流側が
第１，第２分岐油路２１８，２１９に分岐して、吸気側および排気側弁作動態様変更機構
６３，６４並びに前記クラッチ装置１０２の第１および第２クラッチ１２４，１２５に共
通に接続されるので、パワーユニットＰの嵩の増加を抑制し、吸気側および排気側弁作動
態様変更機構６３，６４およびクラッチ装置１０２に関連する油圧系をコンパクト化する
ことができ、自動二輪車に適したパワーユニットＰとすることができる。
【０１１４】
　また第１オイルポンプ２０９から分岐してクラッチ制御装置２２０および動弁用油圧制
御装置２２１に連なる第１および第２分岐油路２１８，２１９のうち第２分岐油路２１９
の途中に前記減圧弁２２２が介設されるので、クラッチ制御装置２２０および動弁用油圧
制御装置２２１にそれらに適した油圧を作用せしめるようにして、油圧系を適切かつ効率
よく纏めることができる。
【０１１５】
　しかも吸気側および排気側弁作動態様変更機構６３，６４は、クラッチ装置１０２より
も低い油圧で切換作動可能であり、第１オイルポンプ２０９の吐出油圧を減圧弁２２２で
減圧して供給するようにしているので、吸気側および排気側弁作動態様変更機構６３，６
３およびクラッチ装置１０２にそれぞれ適した油圧を作用せしめることができる。
【０１１６】
　以上、本発明の実施例を説明したが、本発明は上記実施例に限定されるものではなく、
特許請求の範囲に記載された本発明を逸脱することなく種々の設計変更を行うことが可能
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【図面の簡単な説明】
【０１１７】
【図１】自動二輪車の左側面図である。
【図２】パワーユニットの左側面図である。
【図３】パワーユニットの右側面図である。
【図４】図２の４－４線断面図である。
【図５】図４の５－５線断面図である。
【図６】後部バンク側の図５に対応した断面図である。
【図７】図６の要部拡大断面図である。
【図８】歯車変速機構およびクラッチ装置の縦断面図である。
【図９】図８の要部拡大図である。
【図１０】図２の１０－１０線拡大断面図である。
【図１１】図１０の１１－１１線断面図である。
【図１２】油圧系の構成を示す系統図である。
【図１３】図３の要部拡大図である。
【図１４】図１３の１４－１４線断面図である。
【図１５】図１３の１５矢視図である。
【符号の説明】
【０１１８】
３５・・・クランクケース
３６・・・クランクシャフト
４４・・・機関弁である吸気弁
４５・・・機関弁である排気弁
４８Ｒ・・・動弁装置
６３，６４・・・弁作動態様変更機構
１０２・・・ツイン式のクラッチ装置
１０３・・・変速機構
１２４・・・第１クラッチ
１２５・・・第２クラッチ
２０９・・・第１オイルポンプ
２１０・・・第２オイルポンプ
２１８・・・第１分岐油路
２１９・・・第２分岐油路
２２２・・・減圧弁
２２３・・・第２のオイル通路
２３４・・・第１のオイル通路
Ｅ・・・エンジン
Ｐ・・・パワーユニット
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【図５】 【図６】

【図７】 【図８】
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【図９】 【図１０】

【図１１】 【図１２】
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【図１３】 【図１４】

【図１５】
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